
 

令和７年５月より、理事長に就任いたしました大野毅夫です。 

当法人は、平成１２年４月から会津圏域の有志により任意の権利擁護団体として

発足し、事例検討会や相談会を開催するようになったのが始まりです。令和２年４

月に法人格を取得し、令和４年７月からは、会津圏域１１市町村より委託を受け、

成年後見制度中核機関である会津権利擁護・成年後見センターを運営させていただ

いております。 

当法人は、令和７年度、中核機関として、①広報・啓発活動、②相談、③利用促

進、④後見人等支援及び⑤地域連携ネットワーク構築の各業務に従事いたしました。

特筆すべき点としては、市民後見人受任体制を整備しました。実際に個別事案につ

き受任調整会議を開催し、令和８年度から、会津圏域において市民後見人が裁判所

から選任されるようになりました。今後、権利擁護への理解が深い方の活躍の場が

増えるとともに、後見人担い手不足の解消につなげられれば良いと期待しておりま

す。 

現行成年後見制度は、当法人の歩みと同じく、平成１２年４月から施行されまし

た。その成年後見制度を大きく見直す民法等の一部を改正する法律案が令和８年６

月１７日に国会で可決成立しました。令和１０年のいずれかの時期に施行されるこ

とになります。改正法では、包括的代理権は廃止され、後見・保佐・補助の３類型

は補助制度に統一されることになり、また、制度利用の必要性が解消すれば終了す

ることができるなど、正に大転換期を迎えようとしています。 

このように、我々は、重要な局面に直面しております。改正法を正しく理解し、

また、改正法を踏まえて今後策定されるであろう第三期基本計画に注視しつつ、会

津圏域の権利擁護の発展に貢献できるように、引き続き、当法人は権利擁護のため

に事業に励んでまいります。 

皆様の御協力をよろしくお願い申し上げます。 

 

令和８年６月２３日 
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